
（１）対象施設                           （令和７年 3 月 31 日現在） 

 特定建築物1及び準特定建築物2（4,7８８棟）のうち、 

 現行の建築基準法と同等の耐震性能に満たない施設（7０棟） 

 

（２）耐震化の目標 

令和 7 年度までに耐震性が不十分な府有建築物をおおむね解消する 

 

（３）耐震化の進め方 

○「府営住宅」は、耐震改修や建替えの事業を最重点の取組みとし、「大阪府営住宅

ストック総合活用計画」に基づき、引き続き、積極的に耐震化を推進する。 

○「その他の一般建築物」のうち、用途廃止することが予定されている建築物及び事

業方針が定まっていない建築物については、関係機関等と協議調整を進め、早期事

業化に向け取り組む。なお、「府有建築物耐震化事業計画」により個別の進捗管理

を行い、早期耐震化完了をめざす。 

○「災害時に重要な機能を果たす建築物」は、平成 30 年度に耐震化完了。 

○「府立学校」は、平成 27 年度に耐震化完了。 

 

（４）耐震化率 

 

 
1 特定建築物   建築物の耐震改修の促進に関する法律第 14 条第一号に掲げる要件を満たす建築物 
2 準特定建築物  特定建築物以外で、以下の条件を満たす建築物 

         災害時に重要な機能を果たす建築物：規模関係なく全て 

         府立学校     ：非木造で２階以上又は延べ面積 200 ㎡以上 

         府営住宅     ：住棟 

         その他の一般建築物：不特定多数の利用がある、原則として非木造で階数が２以上かつ 

延べ面積が 200 ㎡以上の建築物 

（対象施設）本庁舎、府民センター、警察施設、病院、保健所、避難所（府立学校等）等

（対象施設）府立高校、府立支援学校

（対象施設）高層住宅、中層住宅等 

（対象施設）府税事務所、福祉・青少年施設、 （未診断3棟含む）

　 公園施設、警察待機宿舎等

　耐震性能区分Ａ　　：耐震性能を満たすもの

　耐震性能区分Ｂ、Ｃ：耐震性能を満たさないもの

　※１　区分の詳細は「府有建築物の耐震性能と進捗状況」の各リンク先を参照してください。

　※２　棟数は、建築物の新築・用途廃止・用途変更・建替・耐震改修等により、毎年変動します。

建物用途 総棟数
耐震性能区分

Ａ
耐震性能区分

Ｂ、Ｃ
耐震化率（％）

（Ｘ） （Ｙ） （Ｚ） （Ｙ）／（Ｘ）

災害時に重要な機能を
果たす建築物

419 419 0 100.0

(97.8)

府立学校（避難所を除く） 1,398 1,398 0 100.0

97.0

府営住宅
2,806 2,741 65 97.7

(112,198 戸) (109,783 戸) (2,415 戸)

府有建築物全体 4,788 4,718 70 98.5

その他の一般建築物 165 160 5

府有建築物の耐震化の取り組みについて（概要） 


